
意見書案第５号  

 

   国際刑事裁判所（ＩＣＣ）への米国の制裁措置の撤回を求め

る意見書案を提出するについて  

 

 宇治市議会会議規則第１４条第１項の規定により、見出しの議案

を別紙のとおり提出する。  

 

  令和８年１０月１４日提出  

 

提出者  宇治市議会議員  宮  本  繁  夫  

                            

                    同   坂  本  優  子  

 

                    同   山  崎    匡   

 

                    同   大  河  直  幸  

 

                    同   徳  永  未  来  

   

                    同   谷  上  晴  彦  

 

                               

宇治市議会議長   木  本  裕  章  様  

 

 

 



国際刑事裁判所（ＩＣＣ）への米国の制裁措置の撤回を求める意見書 

 

国際刑事裁判所（ＩＣＣ）は、ジェノサイド、人道に対する罪、戦争犯罪など、重大な

犯罪について、責任を問うために設立された世界初の常設国際刑事裁判所である。我が国

は２００７年にＩＣＣに加盟して以来、その活動を一貫して支持し、財政面においても最

大の拠出国としてＩＣＣの運営を支えてきた。また、日本から赤根智子氏がＩＣＣ所長を

務めるなど、国際社会における法の支配と国際司法の発展に重要な役割を果たしてきた。  

しかし、米国政府は、ＩＣＣが米国及びイスラエルの関係者を捜査・訴追することなど

を問題視し、ＩＣＣの裁判官、検察官等に対する制裁措置を相次いで発動し、２０２６年 

８月には、我が国の赤根智子ＩＣＣ所長も制裁対象とした。  

こうした措置は、ＩＣＣの裁判官や職員が政治的圧力を受けることなく、国際法に基づ

いて職務を遂行することを困難にするものであり、ＩＣＣの司法的独立性を損なうだけで

なく、国際社会が長年にわたり築いてきた「法の支配」に基づく国際秩序そのものを揺る

がしかねない。 

国際刑事司法は、国家間の政治的立場や同盟関係によって、その適用の是非が左右され

るものであってはならない。重要な国際犯罪について、誰にあっても法の下で責任を問わ

れるという原則を維持することは、将来の紛争や人権侵害を抑止し、被害者の救済を図る 

上でも極めて重要である。  

よって、国におかれては、米国による赤根智子ＩＣＣ所長をはじめ、ＩＣＣの裁判官、

検察官その他の職員に対する制裁措置について、米国に対し撤回を求め、ＩＣＣ加盟国及

び国際社会と連携し、ＩＣＣの普遍性と実効性を維持するための外交努力を強化すること

を求めるものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 

令和８年１０月  日 

京都府宇治市議会議長  木 本 裕 章 

 

衆 議 院 議 長    森   英 介 様 

参 議 院 議 長  関 口 昌 一 様 

内 閣 総 理 大 臣  高 市 早 苗 様 

総 務 大 臣  藤 井 比早之 様  

外 務 大 臣  茂 木 敏 充 様 

内 閣 官 房 長 官    木 原  稔  様 

 


